
名古屋港管理組合 完全週休 2 日制・週休 2 日制工事実施要領 令和６年１０月改定 新旧対照表 

新 旧 

（対象工事） 

第２条 名古屋港管理組合の発注する競争入札に付す工事を対象とし、令和

６年１０月１６日以降に上申を行う工事を対象とする。ただし、公共建築

工事積算基準を適用する工事は本実施要領を適用しない。また、以下のい

ずれかに該当する工事は除く。 

(1) 著しく現場施工期間が短い工事 

(2) 通年維持工事や緊急の応急復旧工事 

(3) 発注者が対象外とする作業を実施する期間が対象期間の大部分を占

める工事 

 

（週休２日の取得に要する費用の計上） 

第７条 週休２日の取得に要する費用の計上については、次のとおりとする。 

(1)土木工事については、次により補正を行うものとする。 

 イ 休工状況の適用区分 

週休２日制工事のうち、休日取得率に応じた休工状況の適用区分

は、次のとおりとする。  

休日取得率 休工状況の適用区分 

28.5％以上の場合 ４週８休以上 

28.5％未満の場合 ４週８休未満 

 

ロ 補正率 

それぞれの経費に次の補正係数を乗じるものとする。なお、現場

作業を伴わない工場製作に係る費用及び測量や調査・設計など、外

注が想定される業務の労務費については、補正の対象としない。 

 

（対象工事） 

第２条 名古屋港管理組合の発注する競争入札に付す工事を対象とし、令和

６年４月１日以降に入札の公告を行う全ての工事を対象とする。ただし、

公共建築工事積算基準を適用する工事は本実施要領を適用しない。また、

以下のいずれかに該当する工事は除く。 

(1) 著しく現場施工期間が短い工事 

(2) 通年維持工事や緊急の応急復旧工事 

(3) 発注者が対象外とする作業を実施する期間が対象期間の大部分を占

める工事 

 

（週休２日の取得に要する費用の計上） 

第７条 週休２日の取得に要する費用の計上については、県実施要領第８条

に準じて実施するものとする。 

 



新 旧 

 

休工状況の適用区分 ４週８休未満 ４週８休以上 完全週休２日 

労務費 

補正なし 

1.02 1.04 

機械経費（賃料） 1.02 1.02 

共通仮設費率 1.02 1.03 

現場管理費率 1.03 1.05 

※ 土木工事市場単価、土木工事標準単価、下水道工事市場単価の

補正係数は別紙１～３による 

 

(2)港湾工事については、次により補正を行うものとする。 

 イ 休工状況の適用区分 

  経費補正を行う休工状況の適用区分は４週８休以上とし、次のと

おりとする。  

(ｲ) ４週８休以上 

契約締結日の翌日以降、最初の土曜日から始まり４週目の金曜日

までで終わる４週間を１期間目とし、５週目の土曜日から８週目の

金曜日までで終わる４週間を２期間目とし、以降同様の考え方の期

間を工事完了日まで設けたとき、それぞれの期間について、その期

間に含まれる土曜日、日曜日、休日、夏季休暇（土曜日、日曜日、

休日以外の８月の３日間）及び年末年始休暇（土曜日、日曜日、休

日以外の 12月下旬から１月上旬の５日間）の日数分の休工日がある

場合。なお、対象は工事完了日直前の１期間の末日となる金曜日ま

でとする。 

 

 



新 旧 

ロ 補正率 

それぞれの経費に次の補正係数を乗じるものとする。なお、現場

作業を伴わない工場製作に係る費用及び測量や調査・設計など、外

注が想定 される業務の労務費については、補正の対象としないもの

とする。  

休工状況の適用区分 ４週８休以上 

労務費 1.04 

機械経費（賃料） 1.02 

共通仮設費率 1.02 

現場管理費率 1.03 

※ 港湾工事市場単価の補正係数は別紙３による 

 

 

 

 

 

 


